
 

 

まえがき 

 

 

1999 年建築基準法や 2003 年道路橋示方書等、兵庫県南部地震以降に改訂された技術基準では、

性能規定型設計法を目指した規定が整備され始めている。制御できない地震によって設計外力が規

定される耐震設計は、最も性能規定型設計法が要請されている分野であると考えられる。しかし、

性能規定型設計という名称が使われだす前にも、耐震設計に際して目標性能を考慮していなかった

わけではないという意見に代表されるように、性能規定型設計法を可能とする地震力の設定、耐震

解析法、部材耐力や変形性能の評価等の要素技術は、従来行われてきた耐震設計法の高度化に要求

される要素技術と変わるところはない。 

しかしながら、性能規定型耐震設計において、設計者が目標耐震水準を適切に設定し、これを確

実に達成するためには、従来の耐震技術よりも格段に高いレベルの耐震性に関する包括的知識と構

造全体系、部材系の両者に対して、外力、解析、断面決定、耐震性照査の技術が要求される。また、

これに対する現状の技術レベルは、構造種別ごとに大きく異なっている。 

兵庫県南部地震以降、性能規定型耐震設計法が採用されるようになったが、その具体的方法や性

能の規定方法については対象とする構造物、施設によりかなりの差異が見られるのが現状である。

日本地震工学会では、建築、土木、地盤、機械、地震の横断的分野でこの課題に取り組み、性能規

定型耐震設計法の定着と普及を図ることを目的として、「性能規定型耐震設計法に関する研究委員

会」を設け、平成１５年度から３カ年計画で活動を開始した。 

本報告は、性能規定型耐震設計法に関する研究委員会の平成１５年度の活動結果をとりまとめた

ものである。本年度は性能規定型耐震設計法の適用とこれに向けた各種検討の現状を調査した。本

成果が我が国における性能規定型耐震設計法の開発と普及に資することを祈念する次第である。 
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